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はじめに

わが国では、人口減少、少子高齢化が進む中、社会活動や経済活動などの維持向上

を図るためには、産業や地域社会の担い手として、在留外国人の活躍や共生に向けて

の地域づくりが求められております。そうした中、外国人市民は地域経済や地域社会

を支える担い手として、今後さらなる活躍が期待されているところです。

2020（令和２）年に新型コロナ感染症が始まり、日本への外国人市民の移住や定住

は、減少したものの、2023（令和 5）年に 5 類へ引き下げられたことにより、現在で

は、新型コロナ感染症が始まる以前の状況に戻りつつあります。

本市におきましても、外国人市民の定住化、長期滞在化が進み、2023（令和 5）年

1 月 1 日現在の総人口は 43,812 人で、うち外国人市民は 1,114 人となっており、外

国人市民が総人口に占める割合は 2.5％、およそ 40 人に 1 人が外国人市民という状

況です。10 年前の 2013（平成 25）年と比較すると、総人口は約 6,500 人減少してい

る一方、外国人市民は約 400 人増加しており、外国人市民の人口増加及びその割合が

増加傾向にあり、様々な国籍や文化をお互いに認め合い、地域社会の一員として活躍

できる環境を整えていく必要があります。

しかし、言葉や文化などの違いによって、外国人市民がコミュニケーションや情報

収集に不便さを感じることがあったり、日常生活における慣れない慣習に苦労してい

るという現状があります。そのような中、本市における多文化共生を取り巻く課題や

基本的な考え方を整理し、外国人市民と日本人市民が安心して生活でき、また、互い

に認め合って共に地域をつくっていけるようにする多文化共生のまちづくりを推進

するため、本プランを策定することといたしました。

本プランは、2024（令和 6）年度から 2028（令和 10）年度までの 5年間を計画期間

としており、多文化共生のまちづくりに関する本市の基本的な考え方や取り組んでい

く施策の方向性を示しています。

基本理念である「地域の一員として認め合う その多様性がしんしろを創る」に基

づき多文化共生社会の実現を目指すにあたり、今後も市民の皆様の一層のご理解とご

協力をお願い申し上げます。

結びに、本プラン策定にあたり、各種調査にご協力をいただきました市民の皆様を

はじめ、貴重なご意見をいただきました新城市多文化共生推進プラン策定検討会議委

員の皆様に、心から感謝申し上げます。

2024 年 3 月

新城市長 下江 洋行
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本プランにおける標記について

● 新城市に在住する外国籍の人だけでなく、日本国籍を取得した人や国際結婚等

によって生まれた日本国籍の子どもなど、外国にルーツを持つ人も含め、本プラ

ンでは「外国人市民」という呼称を用います。

なお、外国人人口などの統計に関連するもの、アンケートなどの調査の対象が

外国籍の人のみとなっている場合は、その定義に準拠します。

● 本編の統計等に出ている比率は、小数点以下第 2位を四捨五入して算出してい
ます。そのため、合計が 100％にならない場合があります。

● 本文中、特定の語句に下線が引かれ、語句の終わりに「（注○○）」と記載され

ているものについては、＜参考資料＞中の「用語解説（p.43）」において語句の説
明をしています。



- 2 -

１ 趣旨

日本では、1990（平成 2）年の「出入国管理及び難民認定法（入管法）」の改正に
よる在留資格の整備等の在留外国人（注 1）受入れ政策などにより、1990年代以降在留
外国人が急増してきました。2008（平成 20）年のリーマンショック（注 2）や 2020（令
和 2）年の新型コロナウイルス感染症（注 3）の流行により、一時的な減少はあったもの

の、2022（令和 4）年末においては 296万 1,969人と、すぐにでも 300万人に到達
する勢いで増加を見せています。そのうち約 9.5％に当たる 28万 912人が愛知県に
在住しています。

新城市には、2023（令和 5）年 1月 1日時点で 1,114人の外国人市民が暮らしてお
り、新城市の総人口の 2.5％を占めています。本市では、そのような外国人市民を含
め、全ての市民が年齢、性別、障がい、国籍などを超えて、それぞれの多様な価値観

や生き方を尊重し、許容しあい、共生していくため、新城市総合計画に基づき多文化

共生施策を推進してきました。

しかし、ベトナム人をはじめとした東南アジア諸国出身の技能実習生等の増加や、

ブラジル人などの定住者・永住者の高齢化に伴う問題など、新たな課題が見られるよ

うになり、多文化共生社会を実現するためには、外国人市民に対するコミュニケーシ

ョン支援等のほか、日本人市民に対しても多文化共生への意識啓発や理解促進を図る

ことが求められています。本プランは、これらの取組を計画的に推進していくために

策定するものです。

外国人市民が言葉や文化の違いを理由に社会的不利益を被ることなく、日本人市民

と対等な関係を築き、それぞれの活動や交流をとおしてまちづくりに参加し、全ての

人が住みよい新城市をめざします。

２ 位置付け

本プランは、多文化共生社会づくりに関する新城市の基本的な考え方を示した指針

としての性格と、新城市が実施する推進施策を体系的に掲げる行動計画としての性格

を合わせ持つものです。

また、「新城市総合計画」に則し、関連する各種個別計画との整合性を図るととも

に、国の「地域における多文化共生推進プラン」や県の「あいち多文化共生推進プラ

ン 2022」などを踏まえて策定しました。

３ 計画期間

2024（令和 6）年度から 2028（令和 10）年度までの 5年間とします。

プラン策定にあたってⅠ
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１ 多文化共生推進に対する基本的な考え方

⑴ 多文化共生の必要性

新城市の外国人人口は、リーマンショックを契機に減少傾向が続き、600人台まで
減少した時期がありましたが、2015（平成 27）年を境に再び増加に転じ、2023（令
和 5）年 1月 1日現在では 1,114人となっています。今後も、国の外国人受入施策の
拡大などにより益々増加が見込まれます。

一方で、新城市の日本人人口は、2005（平成 17）年の市町村合併以降減少傾向に
あり、これまでに約 1万人減少しています。減少傾向にあるのは、日本の総人口にお
いても同様のことが言えます。

そうした中で、地域の活力を維持するためには、外国人市民も日本人市民と同じく

生活者・地域住民として認識し、外国人市民への支援を総合的に行うと同時に、地域

社会の構成員として社会参画を促す仕組みを構築することが重要です。

そのため、国籍や民族などの異なる人々が、互いの文化的差異を認め合い、対等な

関係を築こうとしながら、地域社会の構成員として共に生きていくような多文化共生

の地域づくりを推し進める必要性が増しています。

⑵ 多文化共生の意義

① 人権の尊重

多文化共生の推進は、国際人権規約や人種差別撤廃条約、日本国憲法などで保障

された外国人の人権尊重の趣旨に合致します。国籍や民族などの違いにかかわらず、

すべての市民の人権が平等に尊重されることにより、平和で豊かな暮らしやすい社

会の実現につながります。

② 多様性と包摂性（注 4）のある社会の実現

すべての外国人市民を孤立させることなく、地域社会を構成する一員として受け

入れていくという視点に立ち、日本人市民と同様に行政サービスを享受し安心して

生活することができる環境を整備していくことが必要です。

外国人市民も含めて、地域社会やコミュニティなどにおいて必要となる人の交流

やつながり、助け合いを促す環境を整備し、多様性と包摂性のある社会づくりを進

めることで、すべての人々が参画し、生涯にわたって活躍できる社会の実現につな

がることも期待されます。

また、持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のための国際目標を定めた

「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）」（SDGs（注 5））において

も、包摂性を示す「誰ひとり取り残さない」のキーワードは、分野を問わず求めら

れる基本的理念とされています。

多文化共生についてⅡ
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③ 外国人市民による地域の活性化やグローバル化への貢献

外国人市民が、主体的に、自らの強みや外国人独自の視点を活かして、様々な分

野において企業などで活躍する人材が現れつつあり、こうした外国人市民との連

携・協働を図ることで、地域の活性化やグローバル化に貢献することが期待されま

す。

④ 地域社会への外国人市民の積極的な参画と多様な担い手の確保

外国人市民の年齢構成が若いことなどを背景に、少子高齢化が進む中で、地域社

会を支える担い手となることが期待されます。

また、外国人市民が多文化共生施策の推進に関与することにより、外国人市民の

ニーズを的確に捉えて、多文化共生施策の質の向上を図ることも期待されます。

２ 多文化共生の現状と課題

⑴ 全国的な在留外国人数の推移

日本に在留する外国人の数は、全国統計によると、2022（令和 4）年末現在で約
296万人となっており、コロナ（注 6）禍で一時減少傾向を見せたものの、2013（平成
25）年以降、約 90万人増加しています。最も多い国籍が中国であり、以下、ベトナ
ム、韓国、フィリピン、ブラジルと続いています。

なお、日本人人口においては、コロナ禍以前より減少傾向が続いています。

◆ 在留外国人（各年末現在）及び日本人（各年 1月 1 日現在）の人口推移

（法務省統計（在留外国人人口）及び総務省統計局（日本人人口）より）

（単位：人）
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⑵ 国の外国人受入れ施策の拡大

1990（平成 2）年の改正入管法施行によって、1990年代から 2000年代前半にかけ
て、在留外国人が増加し、日系人（注 7）を中心に定住する傾向が強まっていた中、言

葉や習慣の違いのため必要な公共サービスが受けられないこと、雇用が不安定で労働

条件が低いことなどの生活者としての問題が生じていました。

こうしたことなどを背景に、国においては、国内で就労・生活する外国人について、

社会の一員として日本人と同様の公共サービスを享受し生活できるような環境を整

備するため、これまで「『生活者としての外国人』に関する総合的対応策」（2006年
12月 25日外国人労働者問題関係省庁連絡会議決定）、「日系定住外国人施策に関する
基本方針」（2010年 8月 31日日系定住外国人施策推進会議決定）、「日系定住外国人
施策に関する行動計画」（2011年 3月 31日日系定住外国人施策推進会議決定）など
が策定されました。

さらに、「特定技能」の在留資格創設を踏まえつつ、外国人材の受入れ・共生のた

めの取組を、より強力に、かつ、包括的に推進していく観点から、「外国人材の受入

れ・共生のための総合的対応策」（2018年 12月 25日外国人材の受入れ・共生に関す
る関係閣僚会議決定）を策定し、①外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取・啓

発活動等、②外国人材の円滑かつ適正な受入れの促進に向けた取組、③生活者として

の外国人に対する支援及び④新たな在留管理体制の構築等の施策を実施することと

なっています。

この「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」は 2022（令和 4）年 6月に
改訂され、生活オリエンテーション（注 8）や外国人の子どものキャリア形成支援の取

組が新たに盛り込まれ、めざすべき外国人との共生社会のビジョンの実現に向けて、

中長期的な課題及び具体的施策を示す「外国人との共生社会の実現に向けたロードマ

ップ」も策定されました。

また、日本語教育に関する施策としては、多様な文化を尊重した活力ある共生社会

を実現し、諸外国との交流の促進等を目的とした「日本語教育の推進に関する法律」

が 2019（令和元）年 6月に成立しました。基本理念として、「外国人等に対する日本
語教育を受ける機会の最大限の確保」「日本語教育の水準の維持向上」「関連施策等と

の有機的な連携」「日本語教育が地域の活力の向上に寄与するものであるとの認識」

「幼児期及び学齢期にある外国人等の家庭における教育等において使用される言語

の重要性」などが示されています。

年 月 国の外国人受入れ施策等

2006年 12月 「『生活者としての外国人』に関する総合的対応策」策定

2010年 8月 「日系定住外国人施策に関する基本方針」策定

2011年 3月 「日系定住外国人施策に関する行動計画」策定

2018年 12月 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」策定

2019年 6月 「日本語教育の推進に関する法律」策定

2022年 6月 「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」策定
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⑶ 新城市の現状

● 外国人人口総数

新城市の総人口は 2023（令和 5）年 1月 1日現在で 43,812人であり、このうち外
国人人口が 1,114人となっています。総人口が 2006（平成 17）年から 2023（令和
5）年までの 18年間で 9,868人（18.4％）減少したのに対し、外国人人口は 211人
（23.4％）増加しています。
外国人人口は、リーマンショックなどの影響もあり、2009（平成 21）年から 2015

（平成 27）年にかけて減少傾向を見せたものの、その後増加に転じています。コロ
ナ禍で一時的な減少がありましたが、2023（令和 5）年には 1,114人と過去最多とな
っています。

外国人人口の総人口に占める割合は、2023（令和 5）年には 2.5％となっており、
2006（平成 17）年の 1.7％と比較すると 0.8％増加しています。

2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

1.7% 1.8% 2.0% 2.1% 1.9% 1.8% 1.7% 1.4% 1.4%

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

1.4% 1.4% 1.5% 1.7% 2.0% 2.3% 2.3% 2.2% 2.5%

◆新城市の外国人人口総数の総人口に占める比率（住民基本台帳、各年 1月 1日現在）

◆新城市の外国人人口総数と総人口の推移（住民基本台帳、各年 1月 1日現在）

(人)
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● 国籍別人口

国籍別に見ると、2014（平成 26）年では、多い国籍がブラジル、中国、フィリピ
ン、ベトナム、ペルーの順でしたが、2023（令和 5）年では、ブラジル、ベトナム、
フィリピン、中国、ネパールの順となり、特にベトナムの増加が著しくなっています。

（人）

282

182

91

31
24

ブラジル

ベトナム

フィリピン

中国

ペルー
その他

韓国・朝鮮

インドネシア
ネパール

9
6

400

240

146

97

65
51

45

23

47

51
38

◆新城市の外国人市民の国籍別人口の推移（住民基本台帳、各年 1月 1日現在）

◆新城市の外国人市民の国籍別の人口割合の推移（住民基本台帳、各年 1 月 1 日現在）



- 8 -

● 年齢別人口比率

年齢別比率をみると、60歳未満の人口が 96％前後で推移しており、中でも 20代、
30代の若年層が多い状況です。
また、生産年齢（15歳～64歳）の人口比率をみると、8割後半で推移しているこ

とが分かります。

◆新城市の外国人市民の年齢別人口比率の推移（住民基本台帳、各年 1 月 1 日現在）

◆新城市の外国人市民の生産年齢人口（15～64 歳）比率の推移（住民基本台帳、各年 1 月 1 日現在）
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● 在留資格別人口

在留資格別にみると、永住者が 31.3%と最も多く、永住者を含む「身分や地位に応
じた在留資格」の割合は 5割を超えています。「日本で行う活動内容に応じた在留資
格」のうち、特定技能・技能実習が半数以上を占めています。

◆新城市の外国人市民の在留資格別人口の推移（住民基本台帳、各年 1 月 1 日現在）

在留資格 2019 2020 2021 2022 2023

永住者 294 291 292 317 348

永住者の配偶者等 11 11 14 11 14

日本人の配偶者等 50 60 62 54 51

定住者 148 174 189 177 197

技術・人文知識・国際業務 14 22 25 32 40

特定技能１号 0 0 3 13 40

技能実習１号イ 14 22 0 0 0

技能実習１号ロ 171 149 45 20 88

技能実習２号ロ 134 191 234 148 54

技能実習３号ロ 5 26 42 48 95

企業内転勤 2 7 4 5 5

技能 14 15 12 14 13

経営・管理 4 4 4 3 4

研修 1 1 0 0 0

宗教 0 0 0 0 1

高度専門職１号ロ 0 0 0 0 1

特定活動 2 3 42 67 56

家族滞在 26 30 20 25 24

留学 25 34 18 9 62

特別永住者 15 14 18 19 19

合計 930 1,054 1,024 962 1,112

（人）

◆新城市の外国人市民の在留資格別人口の割合（住民基本台帳、2023 年 1 月 1 日現在）

在留資格とは

在留資格とは、外国籍の方が日本に滞在するために必要な資格です。全部

で 29種類ありますが、「日本で行う活動内容に応じた在留資格」と「身分や
地位に応じた在留資格」の大きく二つに分けることができます。主なものと

して、次の表のようなものが挙げられます。

※出生したばかりで在留資格が未取得の場合等により、合計が実際
の外国人人口総数と異なる場合があります。
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（出入国在留管理庁ホームページを参考に作成）

区分 在留資格 概要 該当例 在留期間

身
分
や
地
位
に
応
じ
た
在
留
資
格

永住者 法務大臣が永住を認める方 法務大臣から永住の

許可を受けた方

無期限

日本人の

配偶者等

日本人の配偶者、特別養子、日本

人の子として出生した方

日本人の配偶者・子・

特別養子

5 年、3 年、1 年又は

6 ヵ月

永住者の

配偶者等

永住者等の配偶者、永住者等の子

として日本で出生し、その後引き

続き日本に在留している方

永住者・特別永住者の

配偶者及び日本で出

生し引き続き在留し

ている子

5 年、3 年、1 年又は

6 ヵ月

定住者 法務大臣が特別な理由を考慮し一

定の在留期間を指定して居住を認

める方

第三国定住難民、日系

３世、中国残留邦人等

5 年、3 年、1 年、6

ヵ月又は法務大臣が

個々に指定する期間

日
本
で
行
う
活
動
内
容
に
応
じ
た
在
留
資
格

技術・人

文知識・

国際業務

日本の公私の機関との契約に基づ

き行う特定の分野に属する技術、

知識を要する業務又は外国の文化

に基盤を持つ思考、感受性を要す

る業務に従事する活動

機械工学等の技術者、

通訳、デザイナー、私

企業の語学教師、マー

ケティング業務従事

者等

5 年、3 年、1 年又は

3 ヵ月

特定技能 法務大臣指定の日本の公私の機関

との雇用契約に基づいて行う特定

産業分野であって法務大臣が指定

するものに属する法務省令で定め

る相当程度又は熟練した技能等を

要する業務に従事する活動。1 号

から 2 号まであり

特定産業分野に属す

る相当程度又は熟練

した技能等を要する

業務に従事する外国

人

1 号は法務大臣が

個々に指定する期間

（1 年を超えない範

囲）で上限 5 年まで。

2 号は 3 年、1 年又は

6 ヵ月で更新の上限

なし

技能実習 技能実習法上の認定を受けた技能

実習計画に基づき、講習を受け、

技能等に係る業務等に従事する活

動。1 号から 3 号まであり

技能実習生 法務大臣が個々に指

定する期間（1 号は 1

年、2 号・3 号は 2 年

をそれぞれ超えない

範囲）

短期滞在 日本に短期間滞在して行う活動 観光客、会議参加者等 90 日、30 日又は 15

日以内の日を単位と

する期間

留学 日本の小学校から大学等の期間に

おいて教育を受ける活動

小学校から大学等ま

での学生・生徒

法務大臣が個々に指

定する期間

家族滞在 特定の在留資格をもって在留する

方の扶養を受ける配偶者又は子と

して行う日常的な活動

在留外国人が扶養す

る配偶者・子

法務大臣が個々に指

定する期間

＜主な在留資格一覧表＞
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● 地区別人口

新城市の地域自治区（注 9）別外国人人口を見ると、新城・千郷・東郷地域自治区に

集住しており、3つの地域自治区で全体の約 8割を占めています。また、2014（平成
26）年から 2023（令和 5）年までの行政区（注 10）別の外国人人口の増減数及び行政区

別の人口比率を見ると、鴨ケ谷（作手地区）、竹ノ輪（鳳来地区）においても外国人

数が増加しており、当該 2行政区では、行政区別の人口比率が弁天（新城地区）の
14.5％に続いて鴨ケ谷が 14.1％、竹ノ輪が 13.4％と高い比率となっています。

◆新城市の行政区別外国人人口の上位 20 行政区（住民基本台帳、2023 年 1 月 1 日現在）

◆新城市の地域自治区別外国人人口（住民基本台帳、各年 1 月 1 日現在）

順位 行政区 人数

1 平井 216

2 大野田 97

3 本町 86

4 川田 69

5 弁天 51

6 東新町 49

7 野田 37

8 川路 29

9 川田原 23

9 内金 23

11 富永 22

11 竹ノ輪 22

13 大野 20

13 杉山 20

15 一鍬田 19

15 鴨ケ谷 19

17 石田 17

18 庭野 15

18 長篠西 15

18 富沢 15

2014年（平成26年） 2023年（令和5年）

日本人 外国人 合計
自治区ごとの
外国人口比率 構成 日本人 外国人 合計

自治区ごとの
外国人口比率 構成

新城地域自治区 7,008 190 7,198 2.6% 26.6% 6,160 229 6,389 3.6% 20.6% 20.5%

千郷地域自治区 11,605 186 11,791 1.6% 26.1% 10,703 318 11,021 2.9% 28.5% 71.0%

東郷地域自治区 9,152 174 9,326 1.9% 24.4% 8,277 317 8,594 3.7% 28.5% 82.2%

舟着地域自治区 1,597 10 1,607 0.6% 1.4% 1,339 9 1,348 0.7% 0.8% -10.0%

八名地域自治区 5,352 23 5,375 0.4% 3.2% 4,645 62 4,707 1.3% 5.6% 169.6%

新城地区総数 34,714 583 35,297 1.7% 81.7% 31,124 935 32,059 2.9% 83.9% 60.4%

鳳来中部地域自治区 3,251 50 3,301 1.5% 7.0% 2,861 47 2,908 1.6% 4.2% -6.0%

鳳来南部地域自治区 1,603 11 1,614 0.7% 1.5% 1,293 29 1,322 2.2% 2.6% 163.6%

鳳来北西部地域自治区 2,948 13 2,961 0.4% 1.8% 2,183 14 2,197 0.6% 1.3% 7.7%

鳳来東部地域自治区 3,826 28 3,854 0.7% 3.9% 3,079 37 3,116 1.2% 3.3% 32.1%

鳳来地区総数 11,628 102 11,730 0.9% 14.3% 9,416 127 9,543 1.3% 11.4% 24.5%

作手地域自治区 2,718 29 2,747 1.1% 4.1% 2,158 52 2,210 2.4% 4.7% 79.3%

作手地区総数 2,718 29 2,747 1.1% 4.1% 2,158 52 2,210 2.4% 4.7% 79.3%

総数 49,060 714 49,774 1.4% 100.0% 42,698 1,114 43,812 2.5% 100.0% 56.0%

地域自治区 増減率
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⑷ アンケートなどの結果から見える今後の課題について

新城市では、2022（令和 4）年 5月に外国人市民アンケートを実施し、その後 2022
（令和 4）年 12月から 2023（令和 5）年 2月にかけて、外国人市民アンケートに基
づいたヒアリングを行いました。また、2023（令和 5）年 4月から 6月にかけて多文
化共生に係る日本人市民（住民及び区長）アンケート及びヒアリングを実施しました。

これらのアンケートなどの結果から見える今後の課題については、以下の 3点に分
けることができます。

① コミュニケーションへの不安

外国人市民においては、こども園や学校などの教育現場や職場などで、日本人と

コミュニケーションが取れないこと、市や学校からの書類や連絡が分からないこと

など、コミュニケーションを取ることに対する不安が多いです。

それと同時に、日本語を学びたいと思う人は半数以上おり、その理由としては、

日常生活や職場において日本人とコミュニケーションを取りたいというものが挙

げられています。

日本人市民においても、地域の外国人市民との関係で困った経験について、言語

の問題でコミュニケーションが取れなかったことが最も多く挙げられています。

日本語が分からない外国人市民への多言語支援に加え、日本人とコミュニケーシ

ョンを取っていくための日本語教育を推進することが重要となります。

② 生活情報などの不足

外国人市民においては、地域の人とトラブルになったことや困ったことがある人

は 9％おり、その原因として、ごみの出し方や騒音などの生活ルールに関すること
が挙げられています。日本に住んでいる年数、新城市に住んでいる年数の関係から、

日本に来て間もなく、または直接新城市に転入している外国人市民もいることが考

えられ、日本の生活ルールなどについて知る機会が必要になります。

また、災害時には避難場所や情報の入手先などについて不安とされています。

日本人市民においては、地域の外国人市民との関係で困った経験として、住民・

区長の双方においてごみの出し方が挙げられています。

◆新城市の行政区別外国人人口の行政

区別人口に占める比率上位 10 行政区

（住民基本台帳、2023 年 1 月 1 日現在）

◆新城市の行政区別の外国人人口増減数上

位 10 行政区（住民基本台帳、各年 1月 1 日現

在）

順位 行政区 比率

1 弁天 14.5%

2 鴨ケ谷 14.1%

3 竹ノ輪 13.4%

4 上市場東住宅 11.0%

5 平井 8.1%

6 本町 7.0%

7 黒瀬 6.7%

8 山 6.5%

9 東矢田 5.7%

9 大野田 5.7%

順位 行政区 増減数 2014年 2023年

1 平井 126 90 216

2 大野田 53 44 97

3 本町 51 35 86

4 川田 38 31 69

5 東新町 25 24 49

6 川田原 17 6 23

6 鴨ケ谷 17 2 19

8 長篠西 15 0 15

8 竹ノ輪 15 7 22

10 山 13 0 13
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新城市では、外国人転入者向けにごみの分別に関する多言語チラシを配布してい

るほか、外国人市民を対象とした防災について学ぶイベントや多言語対応の防災ア

プリがありますが、今後もさらなる周知をしていくことが必要です。

③ 多文化共生意識の不足

外国人市民においては、地域活動に参加したことがない方は半数近くいる中で、

7割程度は今後の地域の日本人との交流を望んでいます。
一方で、日本人市民においては、外国人市民に対する偏見・差別があると感じて

いる人は半数を超えており、また、地域や職場に外国人市民が増えることの地域社

会への影響については、期待と不安が半々となっています。

外国人市民が地域社会へ参画し、地域の担い手となるためには日本人市民への多

文化共生の意識啓発が重要となります。
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１ 基本理念

～ 地域の一員として認め合う その多様性がしんしろを創る ～

地域に住んでいる住民は、日本人・外国人を問わず、それぞれ異なる事情や背景を

持っており、新城市に短期間しか滞在しない方、長期的に滞在する方、何世代にも渡

って暮らしていく方など様々です。

様々な方が暮らしている地域の中で、国籍・民族に関わらず、日本人も外国人も「地

域の一員」として認め合うことが多文化共生の第一歩です。そして、そこから生まれ

る多様性が、これからの新城市を創っていくこととなります。

２ 施策の体系

基本理念を実現するために、次の 3つの施策を柱として、多文化共生推進施策を展
開します。

⑴ コミュニケーション支援

外国人市民が言葉の壁を越え、地域社会で誰もが安全・安心に暮らし、ともに活躍

できるよう、日本語教育を推進するとともに、日本人へやさしい日本語（注 11）を普及

します。また、日本語が分からない外国人市民が必要な情報を得られるよう、やさし

い日本語を含めた多言語対応を推進します。

⑵ 生活支援

外国人市民の日常生活での不安を軽減するため、ライフサイクルに応じた継続的な

支援など、生活全般にわたる支援の充実を図ります。

⑶ 意識啓発と社会参画支援

外国人市民と日本人が互いの文化的背景や習慣を理解し、偏見や差別のない対等な

関係を築くことができるよう、啓発活動や交流活動を推進します。

基本方針Ⅲ

伝え合う

助け合う

分かり合う
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＜プランの体系＞

基本理念 施策の３本柱 実施施策 主な事業

日本語教育
◉子どもの日本語教育

◉大人の日本語教育

◉日本語習得や日本語指導員養

成に関する情報提供

多言語でのサポート
◉ホームページの多言語化

◉広報紙の多言語ページ

◉ＳＮＳによる多言語での発信

やさしい日本語の普及

◉市民（職員含む）に対するやさ

しい日本語の普及

～伝え合う～

生活環境の整備
◉外国人相談窓口

◉外国人向けの情報や生活ルー

ルなどの多言語での発信

◉防災関係の周知

◉保険制度、税、医療などに関す

る多言語での案内

◉ポルトガル語心理相談

子育てのサポート
◉子育て関連資料の多言語化

◉母子健康手帳アプリ

◉多文化おやこふれあいひろば

教育環境の整備
◉外国人児童生徒やその保護者

の支援

◉中学卒業後の進路などの情報

提供

意識啓発・理解促進
◉多文化共生などの意識啓発

◉異文化理解の促進

交流・社会参画支援
◉日本人と外国人の交流

◉行政区加入促進

◉キーパーソン（注 12）の把握

地
域
の
一
員
と
し
て
認
め
合
う

そ
の
多
様
性
が
し
ん
し
ろ
を
創
る

0１

0２

0３

～助け合う～

～分かり合う～

コミュニケーション支援

生活支援

意識啓発と

社会参画支援

No.

1~ 4

No.

5~ 8

No.

9

No.

10~31

No.

32~36

No.

37~39

No.

40~45

No.

46~49
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〈ライフサイクル図〉 この図は、本プランに掲載している施策のうち、外国人市民への支援に関するものを取り上げ、外国人市民のライフサイクルに応じた支援を示しています。

子ども期 青 年 期 成 人 期 老 年 期
概ね 5歳まで

乳幼児期
概ね 6～14歳 概ね 15～20代前半 概ね 20代後半～64歳 概ね 65歳以上

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ

● 日本語初期指導教室「きぼう」
日
本
語
教
育

● 初期日本語教室 ● 日本語教室

● 日本語修得や日本語指導員養成のための情報提供

多
言
語
で
の

サ
ポ
ー
ト

● 市ホームページの多言語化

● 広報紙の多言語ページ

● 多言語 Facebook
● やさしい日本語 Facebook

生
活
環
境
の
整
備

● 外国人相談窓口

● 外国人市民転入時配布チラシ

● 外国人向け情報発信ページ

● 福祉相談窓口の充実

● 生活オリエンテーション動画

● 外国人市民に対するごみ分別意識の啓発

● 外国人向け公共交通利用案内の充実

● 納税日程表の多言語化

● 保険・年金制度の周知

● 障害者福祉への対応の充実

● 生活保護制度への対応の充実

● 市民病院での多言語対応

● ポルトガル語証明書等交付申請書

● 狂犬病に関する手続案内の多言語化

● 外国人市民への満足度調査

● 避難所対応の充実

● 防災啓発

● 防災アプリ ● 関係機関と就労に向けた情報共有と連携強化

● 介護保険外国語パンフレットの配布

● 予防接種等の多言語化対応

● ポルトガル語心理相談

子
育
て
の
サ
ポ
ー
ト

● 母子健康手帳アプリによる育児支援 ● 健診、予防接種等の多言語化対応

● こども園関連資料等の多言語対応

● 多文化おやこふれあいひろば

● 児童クラブ関連資料等の多言語対応

教
育
環
境

の
整
備

～
伝
え
合
う
～

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
支
援

● 外国人児童生徒等日本語教育支援

● 教育相談

～
助
け
合
う
～

生
活
支
援

● 交流事業 ● 行政区加入促進

● 多文化共生のキーパーソンの把握 ● 外国人市民の交流拠点創造

交
流
・

社
会
参
画
支
援

～
分
か
り
合
う
～

意
識
啓
発
と
社
会
参
画
支
援
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2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

実施 → → → →

事業の内容

計画対象年度

日本の学校に初めて入学する等、日本語初期指
導が必要な小中学生が簡単な日本語や日本の学
校生活について学ぶための教室を開室します。

日本語が全く話せない、またはほとんど話せな
い外国人市民を対象とした、対話形式の日本語
教室を行います。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

1 子
ど
も
期

継
続
日本語初期指導教
室「きぼう」

学校教育課

2
青
年
期
～
老
年
期

新
規
初期日本語教室

市民自治推進課
新城市国際交流
協会

１ コミュニケーション支援

外国人が言葉の壁を越え、地域社会で誰もが安全・安心に暮らし、ともに活躍でき

るよう、日本語教育を推進するとともに、日本人へやさしい日本語を普及します。ま

た、日本語が分からない外国人市民が必要な情報を得られるよう、やさしい日本語を

含めた多言語対応を推進します。

＜目標指標＞

◎重点項目一覧

実施施策(１) 日本語教育

伝え合う

重
点

重
点

施策Ⅳ

※多文化共生社会の実現のために特に重要な施策を「重点項目」としています。

区分 項　　目 主な関係課・関係機関

継続 日本語初期指導教室「きぼう」 学校教育課

新規 初期日本語教室
市民自治推進課
新城市国際交流協会

継続 やさしい日本語の普及
市民自治推進課
秘書人事課

※「計画対象年度」の欄には、各年度の実施状況として「実施（その年度に新規で実施）」、

「→（継続）」、「拡充」、「検討」、「完了」が入ります。

指　標
現行値

（2022年度）
目標値

（2028年度）

日本語初期指導教室「きぼう」の入室希望者の入室受け入れ率 100％（11人全員入室） 100%

大人向けの日本語教室などの延受講者数 － 2,000人（5年計）
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2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

実施 → → → →

拡充 → → → →

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

自動翻訳システムにより、市ホームページを多
言語化します。

市の広報紙に、特に外国人向けに必要な情報を
ピックアップしたページを作成します。

多言語版の市の公式Facebookで、市の生活、学
校・保育、観光、防災等に関する情報を多言語
で発信します。

新城市国際交流協会の公式Facebookで、イベン
ト情報、生活、防災等に関する情報をやさしい
日本語で発信します。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

5
全
期

継
続
市ホームページの
多言語化

秘書人事課

6
全
期

新
規
広報紙の多言語
ページ

秘書人事課
市民自治推進課

7
全
期

拡
充
多言語Facebook 市民自治推進課

8
全
期

継
続
やさしい日本語
Facebook

新城市国際交流
協会

2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

外国人市民に伝わりやすい「やさしい日本語」
を、職員及び日本人市民に普及します。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

9
全
期

継
続
やさしい日本語の
普及

市民自治推進課
秘書人事課

実施施策(２) 多言語でのサポート

実施施策(３) やさしい日本語の普及

重
点

2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

日本語を学びたい外国人学習者のニーズに合わ

せた内容で学習機会を提供する日本語教室を行

います。

国や県などが実施する日本語習得や、日本語ボ

ランティア養成のための研修等の情報提供を行

います。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

3
青
年
期
～
老
年
期

継
続
日本語教室

市民自治推進課
新城市国際交流
協会

4
青
年
期
～
老
年
期

継
続

日本語習得や日本

語指導員養成のた

めの情報提供

市民自治推進課
新城市国際交流
協会
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2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

実施 → → → →

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

市役所総合案内窓口内に外国人相談窓口を設置
し、市内在住の外国人市民の各種行政手続の円
滑化や積極的な情報発信を図ります。

在住外国人に日本の暮らし・ルールをよりわか
りやすく伝えるため、多言語で生活オリエン
テーション動画を作成します。

外国人市民の転入時に、市が外国人市民向けに実
施している主な施策を紹介するチラシを配布しま
す。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

10
全
期

継
続
外国人相談窓口 市民自治推進課

11
全
期

新
規
生活オリエンテー
ション動画

市民自治推進課

12
全
期

継
続

外国人市民転入時
配布チラシ

市民自治推進課

２ 生活支援

外国人市民の日常生活での不安を軽減するため、ライフサイクルに応じた継続的な

支援など、生活全般にわたる支援の充実を図ります。

＜目標指標＞

◎重点項目一覧

実施施策(１) 生活環境の整備

助け合う

重
点

重
点

区分 項　　目 主な関係課・関係機関

継続 外国人相談窓口 市民自治推進課

新規 生活オリエンテーション動画 市民自治推進課

拡充 外国人市民に対するごみ分別意識の啓発
生活環境課
新城市国際交流協会

継続 防災アプリ 防災対策課

指　標
現行値

（2022年度）
目標値

（2028年度）

ごみ分別アプリ「さんあ～る」の外国人登録率 10.5% 20.0%

防災アプリのダウンロード数 4,346 7,400

納税日程表の多言語化、対応言語数
（既：ポルトガル語。　目標：ベトナム語、タガログ語、中国語、英語）

1 5

外国人市民生活満足度 74.3% 86%

母子健康手帳アプリ利用率
※未就園児の保護者（国籍問わず）を分母とする。

－ 80%
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2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

拡充 → → → →

実施 → → → →

→ → → → →

拡充 → → → →

→ → → → →

拡充 → → → →

→ → → → →

→ → → → →

拡充 → → → →

拡充 → → → →

事業の内容

計画対象年度

市ホームページに、各機関から外国人向けに発
信される情報についてまとめたページを作成し
ます。

外国人市民向けのごみ分別アプリ及びごみ分別ガイドの言

語数を拡充し、ごみ分別意識の啓発を図るとともに、外国

人にも安心して住みやすい環境づくりを推進する。

外国人向けのバスの乗り方やバス停案内表示な
どを行い、公共交通を利用しやすい環境を整え
ます。

多言語に対応した防災行政無線の放送内容やハ
ザードマップ等が確認できる防災アプリの普
及。

避難所に英語・タガログ語・ポルトガル語対応の
「絵や文字による情報を必要とする人のために」と

いうコミュニケーションボードを設置します。

市内在住外国人が防災を自分事として捉えられ
るように啓発します。

納税日程表を多言語（5か国語対応）で作成し、
広く納税の啓発を図ります。

国民健康保険及び国民年金の制度内容や加入・
脱退手続きについて、やさしい日本語や多言語
で周知していく。

窓口で外国人向けパンフレットを配布し、外国
人の介護保険に対する理解を深めます。

障害者福祉制度について、「やさしい日本語」
で情報提供します。

生活保護制度について、「やさしい日本語」で
制度説明します。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

13
全
期

継
続
外国人向け情報発
信ページ

市民自治推進課

14
全
期

拡
充

外国人市民に対す
るごみ分別意識の
啓発

生活環境課
新城市国際交流
協会

15
全
期

新
規
外国人向け公共交
通利用案内の充実

公共交通対策課

16

青
年
期
～
老
年
期

継
続
防災アプリ 防災対策課

17
全
期

継
続
避難所対応の充実 福祉課

18
全
期

継
続
防災啓発

市民自治推進課
新城市国際交流
協会
防災対策課

19
全
期

拡
充
納税日程表の多言
語化

税務課
債権管理室

20
全
期

継
続
保険・年金制度の
周知

保険医療課

21

成
人
期
～
老
年
期

継
続
介護保険外国語パ
ンフレットの配布

高齢者支援課
東三河広域連合介
護保険課
愛知県社会活動推
進課多文化共生推
進室

22
全
期

継
続
障害者福祉への対
応の充実

福祉課

23
全
期

継
続
生活保護制度への
対応の充実

福祉課

重
点

重
点
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実施施策(２) 子育てのサポート

2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

予防接種の案内チラシや予診票の多言語化を行
います。

ＤＶや児童虐待など状況を正確に把握し、伝達する必要が

ある福祉相談について、ブラジル人を対象に通訳対応をす

るほか、やさしい日本語での対応を図ります。

外国人来院者に対し、多言語での対応を図りま
す。

市内在住ブラジル人の母国語での心理相談への
ニーズに対応するため、ポルトガル語での心理
相談を行います。

公共職業安定所、しんしろ事業協同組合、商工
会等の関係機関と外国人市民の就労に関する情
報を交換し、共有を図ります。

狂犬病手続きの案内を翻訳することにより、犬
を飼う外国人の手続きの円滑化を図ります。

住民票の写し、戸籍関係証明書、印鑑証明書に
ついてポルトガル語での交付申請書を備え付け
ます。

外国人市民に対し、新城市での生活に関する満
足度調査を実施します。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

24 成
人
期

継
続
予防接種等の多言
語化対応

健康課

25
全
期

継
続
福祉相談窓口の充
実

児童養育支援室

26
全
期

継
続
市民病院での多言
語対応

医事課

27

子
ど
も
期
～
老
年
期

継
続
ポルトガル語心理
相談

市民自治推進課

28

青
年
期
～
成
人
期

継
続

関係機関と就労に
向けた情報共有と
連携強化

産業政策課
公共職業安定所
しんしろ事業協
同組合
商工会

29
全
期

継
続

狂犬病に関する手
続き案内の多言語
化

環境政策課

30
全
期

継
続

ポルトガル語
証明書等交付申請
書

市民課

31
全
期

継
続
外国人市民への満
足度調査

市民自治推進課

2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

こども園のご案内や申請書類等を多言語で作成
します。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

32
乳
幼
児
期

継
続
こども園関連資料
等の多言語対応

こども未来課



- 22 -

実施施策(３) 教育環境の整備

2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

外国人児童生徒の在籍する小中学校に支援員を
派遣し、日本語ができずに学習や生活に適応で
きない児童生徒をサポートします。

学校からの通知文や入学説明会、進路説明会等
の資料を翻訳し、保護者会や説明会等に同席し
て保護者に通訳をする支援員を派遣します。

外国籍の子どもと保護者を対象に、中学校卒業
後の進路、進学にかかる費用等について情報提
供します。

No.
対
象
期

区
分

項目
主な関係課
・関係機関

37
子
ど
も
期

継
続

外国人児童生徒等
日本語教育支援
（適応サポート）

学校教育課

38
子
ど
も
期

継
続

外国人児童生徒等
日本語教育支援
（翻訳・通訳サ
ポート）

学校教育課

39
子
ど
も
期

継
続
教育相談

学校教育課
市民自治推進課
新城市国際交流
協会

2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

→ → → → →

実施 → → → →

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

日本人及び外国人の未就学児の親子の交流イベ
ントを開催します。

児童クラブのご案内や申請書類等を多言語で作
成します。

母子の健康管理及び育児支援の一助として、多
言語翻訳に対応した母子健康手帳アプリを導入
します。

母子健康手帳、健診、予防接種等での多言語化
を行います。面接時に、通訳対応を図ります。

No.
対
象
期

区
分

項　目
主な関係課
・関係機関

33
乳
幼
児
期

継
続
多文化おやこふれ
あいひろば

市民自治推進課
新城市国際交流
協会

34
子
ど
も
期

継
続
児童クラブ関連資
料等の多言語対応

こども未来課

35

乳
幼
児
期
～
子
ど
も
期

新
規
母子健康手帳アプ
リによる育児支援

児童養育支援室

36

乳
幼
児
期
～
子
ど
も
期

継
続
健診、予防接種等
の多言語化対応

健康課
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2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

拡充 → → → →

→ → → → →

→ → → → →

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

ホームページや広報ほのかなどで多文化共生に
ついて情報発信し、日本人市民への意識啓発を
行います。

日本人市民の多文化共生、異文化への理解を促
進するため、お出かけ講座を行います。

小学校での人権教室の開催や各種イベント等で

の啓発活動により市民の人権尊重意識の啓発を

図ります。

市内全小中学校の英語の授業にＡＬＴ（外国語
指導助手）を配置し、国際理解につながる学習
機会を提供します。

小中学校での道徳等の授業や学校教育を通した
人権教育等により、人権尊重意識の啓発を図り
ます。

No.
対
象
期

区
分

項目
主な関係課
・関係機関

40
全
期

継
続
多文化共生意識の
啓発

市民自治推進課

41
全
期

拡
充
お出かけ講座 市民自治推進課

42
全
期

継
続
人権尊重意識の啓

発

人権擁護委員協
議会
市民課

43
子
ど
も
期

継
続
語学教育事業 学校教育課

44
子
ど
も
期

継
続
人権尊重意識の啓
発

学校教育課

３ 意識啓発と社会参画支援

外国人市民と日本人市民が互いの文化的背景や習慣を理解し、偏見や差別のない対

等な関係を築くことができるよう、啓発活動や交流活動を推進します。

＜目標指標＞

◎重点項目一覧

実施施策(１) 意識啓発・理解促進

分かり合う

重
点

区分 項　　目 主な関係課・関係機関

拡充 お出かけ講座 市民自治推進課

指　標
現行値

（2022年度）
目標値

（2028年度）

日本人市民と外国人市民の交流を目的とした行事などの参加者数 198人 1,100人（5年計）

多文化共生に係るお出かけ講座の実施回数 1回 3回
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2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

事業の内容

計画対象年度

外国人高齢者に接する日本人介護者向けにパン

フレットを配布し、多文化共生に関する理解を

深めます。

No.
対
象
期

区
分

項目
主な関係課
・関係機関

45

成
人
期
～
老
年
期

継
続
多文化共生パンフ

レットの配布

高齢者支援課
愛知県社会活動
推進課多文化共
生推進室

実施施策(２) 交流・社会参画支援

2024 2025 2026 2027 2028

→ → → → →

実施 → → → →

→ → → → →

実施 → → → →

事業の内容

計画対象年度

日本人市民と外国人市民との交流行事などを行
います。

外国人市民の転入時に行政区加入促進チラシを
配布します。

市内に在住する外国人コミュニティのキーパーソン
を発掘し、情報発信への協力や施策に関する助言な
ど、連携して多文化共生施策の推進を図ります。

外国人市民の交流拠点を作り、外国人市民同士
及び外国人市民と日本人市民の交流促進を図り
ます。

No.
対
象
期

区
分

項目
主な関係課
・関係機関

46
全
期

継
続
交流事業

市民自治推進課
新城市国際交流
協会

47
全
期

新
規
行政区加入促進 市民自治推進課

48

青
年
期
～
老
年
期

継
続
多文化共生のキー
パーソンの把握

市民自治推進課

49

青
年
期
～
老
年
期

新
規
外国人市民の交流
拠点創造

新城市国際交流
協会
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１ 推進体制

多文化共生社会づくりの推進には、日本人市民も外国人市民も、互いの文化的背景

や習慣を理解し、対等な立場で助けあって生活していくことが大切です。そのため、

本プランの基本理念の達成に向け、地域社会や事業者、国際交流協会、行政等の関係

機関がそれぞれの役割を果たし、情報を共有し、連携しながら総合的かつ効率的に諸

施策の取組を実施していきます。

● 行政

本プランに基づき、外国人市民の最も身近な行政機関として、必要な施策を着実に

推進します。そして、市民に対して多文化共生に関する啓発を図り、国際交流協会や

事業者などの各関係機関との連携を強化し、一層効果的な多文化共生施策を行う役割

を担います。

● 国際交流協会

国際交流協会は、国際理解・国際親善等について理解と関心のある会員や市民とと

もに、異文化理解や外国人市民の支援・交流等の公益事業を推進しています。今後も、

行政や各関係機関との連携を図りながら、多文化共生の地域づくりの実現に向けて努

めることが期待されます。

● 地域社会

外国人を含む市民の生活基盤は地域です。地域の母体は行政区や自治会であり、行

政区や自治会が様々な活動を行い、地域のまちづくりの中心的な役割を担っています。

人口減少が進む中で、外国人市民も地域の担い手となって地域が活性化されるよう、

外国人市民も巻き込んでいくことが求められます。

● 事業者

外国人労働者の人権の尊重、労働関係法令の遵守、日本語の習得、地域社会への適

応、安心して生活ができる環境づくりを促進するための取組が求められます。

２ 施策の進行管理

プランに掲げる施策が着実に実施されているかを第三者の委員からなる「新城市多

文化共生推進会議」において評価を受け、その結果を毎年度公表するとともに、プラ

ンの実施状況、社会情勢の変化や国・県の動向等を踏まえて、プランの内容や数値目

標について検証を行い、必要な見直しを行います。

プランの推進に向けてⅤ
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1 外国人市民アンケート結果（抜粋）

※ 調査結果の標記について

● 調査結果の比率は、その設問の回答者数を基数として、小数点以下第 1位を四
捨五入して算出しています。そのため、合計が 100％にならない場合があります。

● 複数回答の設問は、回答が 2つ以上となることがあるため、各選択肢の構成比
の合計は 100％を超えることもあります。

● 図表中の「n」とは、当該設問の対象となる人数を表します。そのため、特定の
選択肢を選んだ方だけを対象とする設問については、アンケートの回収数と「n」
の数値は異なる場合があります。

● 各設問において回答者全体の集計と国籍別の集計をしています。

⑴ 子育てに関する困りごとはありますか？（複数回答）

調査概要

外国人市民の支援をはじめとする多文化共生施策を進めていく上での

参考とするため、2022（令和 4）年度に、市内在住の高校生以上の外国人

882 人を対象にアンケートを行いました。回答者数は 187 人、回収率は

21.2％でした。

n= 57 n= 27 n= 4 n= 3 n= 14 n= 9

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

妊娠・出産に関する情報が入
らない

9 16% 3 11% 0 0% 0 0% 5 36% 1 11%

子育ての相談相手がいない 7 12% 1 4% 1 25% 1 33% 3 21% 1 11%

こども園に入れない 3 5% 1 4% 1 25% 0 0% 0 0% 1 11%

こども園、学校などからの書
類や連絡がわからない

15 26% 8 30% 1 25% 2 67% 2 14% 2 22%

他の保護者とコミュニケー
ションがとれない

13 23% 8 30% 0 0% 1 33% 3 21% 1 11%

その他 10 18% 7 26% 1 25% 0 0% 1 7% 1 11%

無回答 17 30% 10 37% 0 0% 0 0% 2 14% 5 56%

合計 74 38 4 4 16 12

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目
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⑵ 仕事に関する困りごとはありますか？

⑶ どんなときに言葉が通じなくて（分からなくて）困りますか？

n= 187 n= 58 n= 39 n= 18 n= 46 n= 26

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

日本人とコミュニケーショ
ンがとれない

38 20% 12 21% 5 13% 2 11% 15 33% 4 15%

同じ立場の日本人と待遇が
違う

20 11% 13 22% 0 0% 1 6% 3 7% 3 12%

日本語の指示がわからない 26 14% 6 10% 10 26% 3 17% 6 13% 1 4%

解雇されないか不安に思う 10 5% 2 3% 2 5% 4 22% 0 0% 2 8%

応募できる求人がない 5 3% 1 2% 2 5% 1 6% 0 0% 1 4%

（外国人であることを理由
に）雇ってもらえない

3 2% 2 3% 0 0% 0 0% 1 2% 0 0%

その他 37 20% 8 14% 9 23% 6 33% 8 17% 6 23%

無回答 67 36% 24 41% 15 38% 1 6% 15 33% 12 46%

合計 206 68 43 18 48 29

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目

n= 187 n= 58 n= 39 n= 18 n= 46 n= 26

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

市役所へ行ったとき 58 31% 10 17% 22 56% 7 39% 16 35% 3 12%

病院へ行ったとき 103 55% 34 59% 24 62% 10 56% 24 52% 11 42%

仕事のとき 35 19% 8 14% 8 21% 3 17% 10 22% 6 23%

子どもが通うこども園
や学校へ行ったとき

20 11% 9 16% 2 5% 2 11% 5 11% 2 8%

買物のとき 21 11% 6 10% 3 8% 0 0% 7 15% 5 19%

銀行や郵便局へ行った

とき
57 30% 23 40% 17 44% 3 17% 6 13% 8 31%

市や学校からのお知ら
せを読むとき

56 30% 18 31% 17 44% 8 44% 5 11% 8 31%

その他 13 7% 4 7% 1 3% 0 0% 3 7% 5 19%

無回答 24 13% 9 16% 2 5% 1 6% 9 20% 3 12%

合計 387 121 96 34 85 51

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目
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⑷ これから日本語を学びたいと思いますか？

⑸ 何のために学びたいと思いますか？（複数回答）

n= 187 n= 58 n= 39 n= 18 n= 46 n= 26

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

はい 102 55% 27 47% 22 56% 16 89% 21 46% 16 62%

いいえ 37 20% 12 21% 10 26% 0 0% 10 22% 5 19%

わからない 25 13% 7 12% 3 8% 2 11% 11 24% 2 8%

もう学んでいる 20 11% 10 17% 4 10% 0 0% 3 7% 3 12%

無回答 3 2% 2 3% 0 0% 0 0% 1 2% 0 0%

合計 187 58 39 18 46 26

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目

n= 102 n= 27 n= 22 n= 16 n= 21 n= 16

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

日常生活の会話に困らない
ように

47 46% 11 41% 18 82% 10 63% 6 29% 2 13%

仕事の会話に困らないよう
に

39 38% 12 44% 10 45% 8 50% 9 43% 0 0%

日本人とコミュニケーショ
ンがとりたいから

58 57% 20 74% 8 36% 12 75% 11 52% 7 44%

技能検定のため 24 24% 5 19% 4 18% 8 50% 3 14% 4 25%

就職のため 17 17% 3 11% 4 18% 7 44% 2 10% 1 6%

わからない 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0%

その他 5 5% 0 0% 0 0% 1 6% 1 5% 3 19%

無回答 2 2% 0 0% 0 0% 0 0% 1 5% 1 6%

合計 192 51 44 46 33 18

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目
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⑹ 地域の人とトラブルになったことや困ったことはありますか？

⑺ それはどのようなことでしたか？（複数回答）

n= 187 n= 58 n= 39 n= 18 n= 46 n= 26

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

はい 17 9% 3 5% 5 13% 3 17% 2 4% 4 15%

いいえ 166 89% 52 90% 34 87% 15 83% 43 93% 22 85%

無回答 4 2% 3 5% 0 0% 0 0% 1 2% 0 0%

合計 187 58 39 18 46 26

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目

n= 17 n= 3 n= 5 n= 3 n= 2 n= 4

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

騒音 3 18% 0 0% 3 60% 0 0% 0 0% 0 0%

ゴミの出し方 5 29% 0 0% 1 20% 3 100% 0 0% 1 25%

駐車・駐輪 1 6% 0 0% 0 0% 0 0% 1 50% 0 0%

地域の活動 3 18% 0 0% 1 20% 1 33% 0 0% 1 25%

その他 7 41% 3 100% 0 0% 0 0% 1 50% 3 75%

合計 19 3 5 4 2 5

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目



- 31 -

⑻ 災害のときにどんな不安がありますか？（複数回答）

⑼ 地域活動に参加したことがありますか？（複数回答）

n= 187 n= 58 n= 39 n= 18 n= 46 n= 26

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

必要な情報を入手でき
るか

78 42% 27 47% 20 51% 6 33% 12 26% 13 50%

どこに避難するか 93 50% 30 52% 17 44% 14 78% 19 41% 13 50%

避難所での過ごし方 65 35% 21 36% 14 36% 9 50% 13 28% 8 31%

ケガをした場合の対処 48 26% 15 26% 12 31% 5 28% 11 24% 5 19%

家族の安否 81 43% 38 66% 7 18% 9 50% 15 33% 12 46%

その他 6 3% 2 3% 0 0% 1 6% 2 4% 1 4%

無回答 10 5% 0 0% 0 0% 1 6% 8 17% 1 4%

合計 381 133 70 45 80 53

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目

n= 187 n= 58 n= 39 n= 18 n= 46 n= 26

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

伝統的なお祭り 35 19% 3 5% 10 26% 5 28% 14 30% 3 12%

清掃や草刈など

の美化活動
33 18% 18 31% 1 3% 4 22% 6 13% 4 15%

地域のスポーツ
大会

11 6% 3 5% 0 0% 2 11% 3 7% 3 12%

地域の避難訓練 22 12% 9 16% 0 0% 0 0% 10 22% 3 12%

趣味などのサー
クル活動

2 1% 0 0% 0 0% 0 0% 2 4% 0 0%

特にない 79 42% 25 43% 6 15% 8 44% 25 54% 15 58%

その他 12 6% 7 12% 4 10% 0 0% 1 2% 0 0%

無回答 26 14% 1 2% 14 36% 5 28% 4 9% 2 8%

合計 220 66 35 24 65 30

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目
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⑽ 今後、地域の日本人とどのような交流をしたいですか？（複数回答）

n= 187 n= 58 n= 39 n= 18 n= 46 n= 26

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

地域のボランティア活
動がしたい

42 22% 13 22% 9 23% 6 33% 7 15% 7 27%

日本人に母国の文化を
紹介したい

31 17% 6 10% 12 31% 2 11% 7 15% 4 15%

日本の文化や習慣を学
びたい

83 44% 17 29% 24 62% 10 56% 20 43% 12 46%

趣味やスポーツを一緒
に楽しみたい

51 27% 16 28% 6 15% 6 33% 18 39% 5 19%

家庭のことや子育ての
ことを話し合ったり、
相談したりしたい

25 13% 13 22% 3 8% 1 6% 6 13% 2 8%

特に交流したいと思わ
ない

35 19% 8 14% 1 3% 4 22% 11 24% 11 42%

その他 5 3% 3 5% 2 5% 0 0% 0 0% 0 0%

無回答 15 8% 10 17% 0 0% 0 0% 4 9% 1 4%

合計 287 86 57 29 73 42

全体 ブラジル ベトナム フィリピン 中国 その他
項目
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2 多文化共生に係る日本人市民意識調査結果（抜粋）

※ 調査結果の標記について

● 調査結果の比率は、その設問の回答者数を基数として、小数点以下第 2位を四
捨五入して算出しています。そのため、合計が 100％にならない場合があります。

● 複数回答の設問は、回答が 2つ以上となることがあるため、各選択肢の構成比
の合計は 100％を超えることもあります。

● 図表中の「n」とは、当該設問の対象となる人数を表します。そのため、特定の
選択肢を選んだ方だけを対象とする設問については、アンケートの回収数と「n」
の数値は異なる場合があります。

● 住民については、各設問に置いて回答者全体の集計と年代別の集計をしていま

す。

調査概要

新城市の多文化共生施策を進めていく上での参考とするため、2023（令

和 5）年度に、市内在住の高校生以上の日本人 1,000 人及び行政区長 136

人を対象にアンケートを行いました。回答者数は、住民が 353 人、行政区

長が 118 人、回収率は、住民が 35.3％、行政区長が 86.8％でした。
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⑴ 地域の外国人市民との関係で困った経験はありますか？（住民：複数回答）

⑵ 外国人市民の対応について、困っていること（または過去に困った経験）

はありますか？（行政区長：複数回答）

n= 353 n= 21 n= 49 n= 131 n= 152

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

言語の問題でコミュニケー

ションが取れなかったこと
70 16.0% 4 16.0% 14 20.0% 35 21.9% 17 9.4%

ゴミの出し方など生活のルー

ルに関すること
41 9.4% 2 8.0% 8 11.4% 18 11.3% 13 7.2%

家・部屋からの物音や騒音の

こと
23 5.3% 2 8.0% 6 8.6% 7 4.4% 8 4.4%

子どもの行動やほかの子ども

との関係のこと
13 3.0% 0 0.0% 2 2.9% 8 5.0% 3 1.7%

駐車・駐輪のこと 17 3.9% 0 0.0% 6 8.6% 4 2.5% 7 3.9%

集合住宅などの共有スペース

や公共の場所の使い方のこと
21 4.8% 0 0.0% 6 8.6% 7 4.4% 8 4.4%

特になし 188 43.0% 17 68.0% 25 35.7% 69 43.1% 77 42.5%

その他 20 4.6% 0 0.0% 3 4.3% 4 2.5% 13 7.2%

無回答 44 10.1% 0 0.0% 0 0.0% 8 5.0% 35 19.3%

合計 437 25 70 160 181

全体 10～20歳代 30～40歳代 50～60歳代 70歳代以上
項目

n= 118

項目 行政区数 ％

ゴミの問題 19 11.6%

ルール・マナーを守らない 10 6.1%

行政区への未加入 7 4.3%

情報が伝わらない、伝わ

りにくい
15 9.1%

生活音がうるさい 6 3.7%

日本語が不自由なため、適切

な情報提供ができない
16 9.8%

特にない 59 36.0%

その他 10 6.1%

無回答 22 13.4%

合計 164
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⑶ 地域で外国人市民と共に暮らすために外国人市民に望むことは何ですか？

（住民）

⑷ 日本人から外国人市民に対する偏見や差別があると感じますか？（住民）

n= 353 n= 21 n= 49 n= 131 n= 152

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

日本の文化や習慣などを理解

してほしい
212 27.2% 16 37.2% 33 31.4% 90 29.9% 73 22.1%

日本の生活ルールを守ってほ

しい
238 30.6% 14 32.6% 34 32.4% 95 31.6% 95 28.8%

日本語を理解できるよう学ん
でほしい

118 15.1% 8 18.6% 15 14.3% 48 15.9% 47 14.2%

地域の行事やイベントなどに

参加してほしい
68 8.7% 3 7.0% 3 2.9% 21 7.0% 41 12.4%

母語や文化を紹介してほしい 35 4.5% 0 0.0% 8 7.6% 13 4.3% 14 4.2%

行政区への加入など地域の役

割を担ってほしい
61 7.8% 1 2.3% 8 7.6% 26 8.6% 26 7.9%

特にない 20 2.6% 1 2.3% 3 2.9% 5 1.7% 11 3.3%

その他 3 0.4% 0 0.0% 1 1.0% 0 0.0% 2 0.6%

無回答 24 3.1% 0 0.0% 0 0.0% 3 1.0% 21 6.4%

合計 779 43 105 301 330

全体 10～20歳代 30～40歳代 50～60歳代 70歳代以上
項目

n= 353 n= 21 n= 49 n= 131 n= 152

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

まったくないと思う 19 5.4% 3 14.3% 4 8.2% 3 2.3% 9 5.9%

あまりないと思う 107 30.3% 5 23.8% 18 36.7% 39 29.8% 45 29.6%

よくあると思う 103 29.2% 9 42.9% 13 26.5% 47 35.9% 34 22.4%

わからない 97 27.5% 3 14.3% 14 28.6% 37 28.2% 43 28.3%

無回答 27 7.6% 1 4.8% 0 0.0% 5 3.8% 21 13.8%

合計 353 21 49 131 152

全体 10～20歳代 30～40歳代 50～60歳代 70歳代以上
項目
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⑸ どのような場面で偏見や差別を感じますか？（住民）

⑹ 地域や職場に外国人市民が増えることで、地域社会にどのような影響があ

ると思いますか？（住民）

n= 280 n= 15 n= 31 n= 91 n= 100

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

市役所などの公的機関での手続のと
き

20 4.7% 3 8.1% 4 8.0% 9 5.1% 4 2.4%

友人・知人として交流するとき 41 9.6% 6 16.2% 3 6.0% 15 8.6% 17 10.3%

近所の人との付き合いの中で 115 26.9% 9 24.3% 17 34.0% 44 25.1% 45 27.3%

住まいを探すとき 28 6.6% 3 8.1% 3 6.0% 15 8.6% 7 4.2%

自分や家族と結婚するとき 20 4.7% 1 2.7% 2 4.0% 10 5.7% 7 4.2%

社会保障制度において 40 9.4% 3 8.1% 0 0.0% 16 9.1% 21 12.7%

電車・バスなど公共の場において 29 6.8% 2 5.4% 2 4.0% 14 8.0% 11 6.7%

学校などの教育の場において 37 8.7% 5 13.5% 7 14.0% 16 9.1% 9 5.5%

職場において 43 4 10 22 7

その他 10 2.3% 0 0.0% 1 2.0% 5 2.9% 4 2.4%

無回答 44 10.3% 1 2.7% 1 2.0% 9 5.1% 33 20.0%

合計 427 37 50 175 165

全体 10～20歳代 30～40歳代 50～60歳代 70歳代以上
項目

n= 353 n= 21 n= 49 n= 131 n= 152

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

外国のことばや文化・生活習慣に触れる

機会が増える
179 23.4% 12 24.0% 24 22.4% 76 25.7% 67 21.5%

社会に多様性が生まれる 143 18.7% 11 22.0% 18 16.8% 59 19.9% 55 17.6%

外国人の友人をつくる機会が生まれる 78 10.2% 9 18.0% 18 16.8% 25 8.4% 26 8.3%

人口が増えてまちに活気が出る 74 9.7% 4 8.0% 8 7.5% 30 10.1% 32 10.3%

文化や習慣の違いからトラブルが増える 148 19.3% 12 24.0% 20 18.7% 65 22.0% 51 16.3%

住環境や治安が悪くなる 73 9.5% 2 4.0% 14 13.1% 26 8.8% 31 9.9%

日本人の仕事が減る 15 2.0% 0 0.0% 1 0.9% 5 1.7% 9 2.9%

影響はない 39 5.1% 0 0.0% 4 3.7% 9 3.0% 26 8.3%

その他 7 0.9% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.3% 6 1.9%

無回答 9 1.2% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 9 2.9%

合計 765 50 107 296 312

全体 10～20歳代 30～40歳代 50～60歳代 70歳代以上
項目
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⑺ 同じ地域で外国人市民と生活していく上で大切なことは何だと思います

か？（住民）

n= 353 n= 21 n= 49 n= 131 n= 152

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

あいさつやことばを
交わす

242 29.0% 14 26.4% 32 29.4% 86 27.0% 110 31.0%

生活習慣をお互いに
理解する

178 21.3% 15 28.3% 22 20.2% 68 21.4% 73 20.6%

文化や価値観の違い
を知る

132 15.8% 12 22.6% 17 15.6% 51 16.0% 52 14.6%

先入観を持たない 142 17.0% 8 15.1% 18 16.5% 64 20.1% 52 14.6%

交流や話し合える場

を設ける
91 10.9% 3 5.7% 13 11.9% 37 11.6% 38 10.7%

わからない 17 2.0% 1 1.9% 3 2.8% 6 1.9% 7 2.0%

その他 10 1.2% 0 0.0% 4 3.7% 3 0.9% 3 0.8%

無回答 23 2.8% 0 0.0% 0 0.0% 3 0.9% 20 5.6%

合計 835 53 109 318 355

全体 10～20歳代 30～40歳代 50～60歳代 70歳代以上
項目
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3 新城市多文化共生推進プラン（仮称）策定検討会議

⑴ 設置要綱

新城市多文化共生推進プラン（仮称）策定検討会議設置要綱

（目的）

第１条 新城市多文化共生推進プラン（仮称）の策定をするため、新城市多文

化共生推進プラン（仮称）策定検討会議（以下「策定検討会議」という。）

を設置し、様々な立場の市民から意見を求める。

（構成）

第２条 策定検討会議は、１０人以内の委員をもって構成する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。

⑴ 学識経験者

⑵ 多文化共生マネージャー

⑶ 国際交流協会担当者

⑷ 地域に精通する者

⑸ 学校関係者

⑹ 企業関係者

⑺ 警察関係者

⑻ 外国人相談窓口担当者

⑼ 公募による外国にルーツがある者

⑽ その他、市長が必要と認める者

（任期）

第３条 委員の任期は、令和６年３月３１日までとする。

（委員長）

第４条 策定検討会議に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 委員長は、会議の議長となる。

３ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長が指名する委員が、その職

務を代理する。

（会議）

第５条 会議は、必要に応じて委員長が招集する。

２ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、その

意見又は説明を聞くことができる。

（事務局）

第６条 策定検討会議の事務局は、市民協働部市民自治推進課に置く。
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（雑則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、策定検討会議に関し必要な事項は、別

に定める。

附 則（令和５年４月１日）

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和６年３月３１日をもって廃

止する。

⑵ 委員名簿

新城市多文化共生推進プラン（仮称）策定検討会議 委員名簿

◎：委員長 ○：委員長代理

氏 名 ふりがな 区 分

○ 本 多 尚 子 ほんだ しょうこ 学識経験者

◎ 長 尾 晴 香 ながお はるか 多文化共生マネージャー

小 川 順 子 おがわ じゅんこ 国際交流協会担当者

宮 下 利 夫 みやした としお 地域に精通する者

戸 田 由 美 子 とだ ゆみこ 学校関係者

河 合 惠 元 かわい しげもと 企業関係者

白 井 雅 人 しらい まさと 警察関係者

マスコ アドリアナ ますこ あどりあな 外国人相談窓口担当者

仲 西 ハ ル ミ なかにし はるみ 公募（外国にルーツがある者）
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4 新城市多文化共生推進連絡会議設置要綱

（目的）

第１条 多文化共生の課題は多岐にわたり、関係部署との横断的な連携をより

緊密に行うため、新城市多文化共生推進連絡会議（以下「連絡会議」という。）

を設置する。

（所掌事務）

第２条 連絡会議は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事項を所

掌する。

⑴ 「新城市多文化共生推進プラン（仮称）」の施策の推進に関すること。

⑵ その他、多文化共生の推進に必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 連絡会議は、別表に掲げる課室等から選出された者（以下「委員」と

いう。）をもって構成する。

２ 連絡会議には議長を置き、多文化共生を所管する課の長をもってこれに充

てる。

（運営）

第４条 連絡会議は、議長が統括し、必要に応じ招集するものとする。

２ 議長は、必要に応じ、関係職員の参加を求めることができる。

（意見の聴取）

第５条 議長は、必要があると認めたときは、連絡会議に有識者の出席を求め

て、その意見を聴取することができる。

（庶務）

第６条 連絡会議に関する庶務は、多文化共生を所管する課において処理する。

（雑則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に必要な事項は、議長

が別に定める。

附 則（令和５年４月１日）

この要綱は、令和５年４月１日から施行し、「新城市多文化共生推進プラン」

の最終年度である令和１０年度をもって廃止する。
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別表

「新城市多文化共生推進連絡会議」委員選出課室等

部名 課室等名

総務部

税務課

債権管理室

防災対策課

企画部 秘書人事課

市民協働部

市民自治推進課

市民課

環境政策課

生活環境課

公共交通対策課

健康福祉部

福祉課

高齢者支援課

保険医療課

こども未来課

児童養育支援室

健康課

産業振興部
産業政策課

農業課

建設部 都市計画課

教育部 学校教育課
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5 策定過程

年 月 日 内 容

2022（令和 4）年度

2022 年 5 月 27 日 新城市外国人市民アンケート調査

▶高校生以上の外国人市民 882 人を対象としたアンケート調査

回答者数 187 人（回収率 21.20％）

▶市内中学校に通う外国籍生徒 24 人を対象としたアンケート調査

回答者数 21 人（回収率 87.50％）

調査期間 2022 年 5 月 27 日～6 月 24 日

12 月 12 日 新城市外国人市民アンケート調査に基づくヒアリング調査

▶外国人市民の来庁者、市内企業に勤務する外国人市民などを対象としたヒ

アリング調査

回答者数 9 人

調査期間 2022 年 12 月 12 日～2023 年 2 月 6 日

2023（令和 5）年度

2023 年 4 月 26 日 日本人市民アンケート調査（住民）

▶高校生以上の日本人市民 1,000 人を対象としたアンケート調査

回答者数 353 人（回収率 35.30％）

調査期間 2023 年 4 月 26 日～5 月 12 日

5 月 16 日 日本人市民アンケート調査（行政区長）

▶行政区長 136 人を対象としたアンケート調査

回答者数 118 人（回収率 86.76％）

調査期間 2023 年 5 月 16 日～6 月 2 日

5 月 23 日 新城市多文化共生推進連絡会議

▶庁内関係部署からなる会議。新城市多文化共生推進プラン策定に向け、外

国人市民に関する現状や課題を共有

5 月 23 日 新城市多文化共生推進連絡会議への取組照会

▶多文化共生に関する取組（予定）状況について照会

6 月 14 日 外国人集住地域等の行政区長ヒアリング調査

▶外国人集住地域の行政区長 7 人を対象としたヒアリング調査

回答者数 7 人

調査期間 2023 年 6 月 14 日～6 月 29 日

7 月 25 日 新城市多文化共生推進プラン策定検討会議（第 1 回）

▶多文化共生に関わる有識者・関係者・外国人市民などとプランの目標や施

策の基本方向などについて検討

8 月 29 日 新城市多文化共生推進連絡会議への意見照会

▶庁内関係部署の多文化共生に関する取組（予定）状況、第 1 回新城市多文

化共生推進プラン策定検討会議の意見などを踏まえたプラン案について

庁内関係部署へ意見照会

10 月 03 日 新城市多文化共生推進プラン策定検討会議（第 2 回）

▶多文化共生に関わる有識者・関係者・外国人市民などとプランの目標や施

策の基本方向などについて検討

2024 年 1 月 04 日

～2 月 02 日
パブリックコメント

▶検討会議の意見を踏まえた最終案についてパブリックコメントを実施

2 月 22 日 新城市多文化共生推進プラン策定検討会議（第 3 回）

▶パブリックコメントを踏まえた最終案について報告



- 43 -

6 用語解説

No. 用 語 頁 説 明

注 1 在留外国人 2 主に 90 日を超えて日本に滞在する外国人のこと。

注 2
リーマンショッ

ク
2

2008 年 9 月 15 日に米大手投資銀行リーマン・ブラザ

ーズが経営破綻したのをきっかけに、世界中に連鎖的

に広がった金融・経済危機のこと。

注 3
新型コロナウイ

ルス感染症
2

2019 年 12 月に確認された感染症で、世界全体で感染

が拡大し、多くの人々の命を奪うとともに、都市封鎖

や出入国制限等の感染拡大防止の取り組みにより、

人々の日常生活や経済活動に厳しい制限をもたらし、

世界の経済、社会に深刻な影響を与える等、多くの人々

に感染症のリスクを強く認識させた。

2023（令和 5）年 5 月 8 日には新型インフルエンザ等

感染症（いわゆる 2 類相当）から 5 類感染症に引き下

げられた。

注 4 多様性と包摂性 3

多様性とは、国籍や民族などの異なる人々が持つ多種

多様なバックグラウンドのこと。また、それぞれの違

いを認め合い、尊重し合うこと。多様性と包摂性とは、

人材の多様性を認め、受け入れて活かすこと。

注 5 SDGs 3

持 続可能な開発目標（ Sustainable Development

Goals）（SDGs：ｴｽﾃﾞｨｰｼﾞｰｽﾞ）とは、2015 年 9 月の国連

サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能

な開発のための 2030 アジェンダ」に記載された、2030

年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。

17 のゴール・169 のターゲットから構成され、地球上

の「誰一人取り残さない（leave no one behind）」こ

とを誓っている。SDGs は発展途上国のみならず、先進

国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであ

り、日本としても積極的に取り組んでいる。

注 6 コロナ 4 新型コロナウイルス感染症に同じ。

注 7 日系人 5
永住を目的として海外に渡った日本人移住者及びその

子孫のこと。

注 8
生活オリエンテ

ーション
5

外国人市民が日本・地域での生活にスムーズに適応で

きるように、日本・地域のルールや社会制度などにつ

いて、多言語による情報提供を行うこと。

注 9 地域自治区 11

市内を 10 に区分けした区域のこと。山間地から都市部

までの地域ごとに異なる困りごとへの対応や将来への

取り組みができるよう、市民と市が一緒になって考え、

活動するしくみの一環として設置されている。

注 10 行政区 11

市内を 136（2023（令和 5）年 4 月 1 日現在）に区分け

した区域のこと。住民の意見を反映させつつ、円滑な

市政運営を図るため、各行政区に区長をそれぞれ 1 人

置いている。

注 11 やさしい日本語 14
普段使われている日本語を外国人にも分かるように配

慮した日本語のこと。

注 12 キーパーソン 15 外国人市民と市や地域の橋渡し役となる方のこと。
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2024 年 3 月

新城市市民協働部市民自治推進課

〒441-1392 新城市字東入船 115 番地

TEL: 0536-23-7697 FAX: 0536-23-2002
E-mail: shiminjichi@city.shinshiro.lg.jp
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行

書いてみよう！

・いつも顔を合わせる外国人にあいさつをしてみる

・やさしい日本語で会話をしてみる など

かんたんなことからでもはじめられます！


